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（１）連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益 四半期純利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期純利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期
第２四半期 4,119,424 1.4 192,835 28.8 224,331 34.6 297,965 156.9 288,379 168.7 743,334 20.3

2023年３月期
第２四半期 4,063,929 15.0 149,759 △25.6 166,620 △19.0 115,987 △28.0 107,337 △29.9 617,820 207.3

基本的１株当たり
四半期純利益

希薄化後１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第２四半期 123.55 123.51

2023年３月期第２四半期 45.99 45.97

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2024年３月期第２四半期 9,125,122 4,479,134 4,303,279 47.2

2023年３月期 8,059,527 3,789,958 3,618,402 44.9

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00

2024年３月期 － 17.50

2024年３月期（予想） － － －

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に

帰属する当期純利益
基本的１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　　期 8,400,000 0.3 400,000 38.6 455,000 43.8 460,000 73.3 197.07

１．2024年３月期第２四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

当社は、2023年８月31日に、2024年３月期の中間配当予想に関する公表を行いました。

2024年３月期の期末配当予想については未定です。

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年３月期２Ｑ 2,454,261,297株 2023年３月期 2,454,056,597株

②  期末自己株式数 2024年３月期２Ｑ 119,949,672株 2023年３月期 119,943,749株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期２Ｑ 2,334,115,675株 2023年３月期２Ｑ 2,333,884,576株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続が実施中です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。業績予想の前提となる

仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、＜将来見通しに関するリスク情報＞をご覧くださ

い。

　当社は2023年10月30日にマスコミ向けおよび証券アナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明

会で配布する決算説明資料および決算補足説明資料は同日に当社ホームページに掲載いたします。
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2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 4兆1,194億円 4兆639億円 101％

営 業 利 益 1,928億円 1,498億円 129％

税 引 前 利 益 2,243億円 1,666億円 135％

親会社の所有者に帰属する

四 半 期 純 利 益
2,884億円 1,073億円 269％

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）2023年度第２四半期（2023年４月１日～９月30日）の概況

(A)経営成績

　2023年度第２四半期の世界経済は、ウクライナ情勢をはじめとした地政学リスクや、インフレ

に伴う金融引き締めが続く中、全体として、景気に緩やかな減速がみられました。一方、日本で

は、底堅い設備投資需要やインバウンド需要回復などが下支えとなり、景気は緩やかに持ち直し

ています。先行きについては、グローバルでは引き続き景気減速が見込まれる一方、日本におい

ては、物価高による下押し影響が懸念されるものの総じて緩やかな景気回復が見込まれます。

　このような経営環境のもと、当社は、2022年度に持株会社と事業会社からなる新しいグループ

体制で開始した中長期戦略の２年目として、同戦略で目指している「累積営業キャッシュ・フロ

ー2兆円、ＲＯＥ（株主資本利益率）10％以上、累積営業利益1.5兆円」の中期経営指標（ＫＧ

Ｉ）の達成のため、競争力の徹底強化を引き続き推進しています。また、車載電池事業を重点投

資領域と定めるとともに、成長フェーズに向けて事業ポートフォリオの見直しや入れ替えも視野

に入れた経営を進めています。

　当第２四半期においては、パナソニック エナジー㈱が、ゼロエミッションモビリティとイン

フラソリューションを製造するノルウェーのHexagon Purus ASAと、北米における商用車向け車

載電池供給契約を４月に締結し、また、マツダ㈱（６月に公表）および㈱SUBARU（７月に公表）

と、車載電池供給に関する中長期的パートナーシップの構築に向けた協議を開始しました。

　当第２四半期の連結売上高は、4兆1,194億円（前年同期比1％増）となりました。インダスト

リーが大きく減収となりましたが、オートモーティブ・コネクト・車載電池の販売増に加え、為

替換算の影響もあり、増収となりました。

　営業利益は1,928億円（前年同期比29％増）、税引前利益は2,243億円（前年同期比35％増）と

なりました。戦略投資などの固定費の増加や原材料高騰の影響はありましたが、価格改定・合理

化の進捗や為替の影響に加え、米国インフレ抑制法に係る補助金（以下、「米国ＩＲＡ補助

金」）の計上などにより、増益となりました。

　また、親会社の所有者に帰属する四半期純利益は、上記に加え、パナソニック液晶ディスプレ

イ㈱の解散（特別清算）および同社に対する債権放棄を決議したことに伴う法人所得税費用の減

少があったこと（注記 1.参照）から、2,884億円（前年同期比169％増）と大幅増益となりまし

た。
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2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 1兆6,830億円 1兆7,135億円 98％

営 業 利 益 606億円 737億円 82％

2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 7,082億円 5,926億円 120％

営業利益(△は損失) 153億円 △125億円 －

2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 5,521億円 5,179億円 107％

営業利益(△は損失) 162億円 △104億円 －

(B)経営成績(報告セグメント別情報)

a.くらし事業

　くらし事業の売上高は、1兆6,830億円（前年同期比2％減）となりました。北米ショーケース

や国内電材は増収となりましたが、家電事業のアジア・中国などでの実需減や、空質空調事業の

欧州での需要成長鈍化に加え、一部の中国事業の非連結化の影響により、わずかに減収となりま

した。営業利益は、合理化や価格施策などの進捗はありましたが、増産対応や戦略費用などの固

定費の増加に加え、品質関連費用の追加計上もあり、前年同期に比べ減益の606億円となりまし

た。

b.オートモーティブ

　オートモーティブの売上高は、7,082億円（前年同期比20％増）となりました。自動車生産の

回復が大きく、増収となりました。営業利益は、増産対応や人件費高騰による固定費増加や、部

材高騰の影響はありましたが、増販益に加え、部材高騰分の価格改定やコストダウンを進め、前

年同期に比べ増益の153億円となりました。

c.コネクト

　コネクトの売上高は、5,521億円（前年同期比7％増）となりました。プロセスオートメーショ

ンの販売減はありましたが、アビオニクスや堅牢モバイル端末・ノートパソコン、ブルーヨンダ

ーなどの販売増により、増収となりました。営業利益は、プロセスオートメーションの減販損は

ありましたが、アビオニクスなどの増販益やモバイルソリューションズでの収益性改善などによ

り、前年同期に比べ増益の162億円となりました。
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2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 5,104億円 5,960億円 86％

営 業 利 益 132億円 485億円 27％

2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 4,768億円 4,698億円 101％

営 業 利 益 525億円 287億円 183％

2023年度
第２四半期

2022年度
第２四半期

前年
同期比

売 上 高 5,928億円 5,799億円 102％

営 業 利 益 310億円 265億円 117％

d.インダストリー

　インダストリーの売上高は、5,104億円（前年同期比14％減）となりました。環境車向けコン

デンサなどの増販はありましたが、ＩＣＴ分野や中国市場向けの市況悪化に加え、半導体事業譲

渡に伴う商流変更の影響があり、減収となりました。営業利益は、価格改定や合理化に加え、円

安の効果もありましたが、市況悪化による減販損などの影響が大きく、前年同期に比べ減益の

132億円となりました。

e.エナジー

　エナジーの売上高は、4,768億円（前年同期比1％増）となりました。産業・民生向けの減販な

どがありましたが、車載電池の生産・販売が好調に推移したことにより、全体では増収となりま

した。営業利益は、産業・民生向けの減販影響や、車載向けの国内減産や固定費増加の影響はあ

りましたが、北米車載電池の増販益や米国ＩＲＡ補助金の計上などにより、前年同期に比べ増益

の525億円となりました。

f.その他（報告セグメントに含まれない事業）

　その他の事業は、売上高は5,928億円（前年同期比2％増）、営業利益は前年同期に比べ増益の

310億円となりました。
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売上高 営業利益 税引前利益

親会社の

所有者に

帰属する

当期純利益

基本的

１株当たり

当期純利益

（ご参考）

調整後

営業利益

前回発表予想(Ａ) 8兆5,000億円 4,300億円 4,550億円 4,600億円 197.08円 4,300億円

今回修正予想(Ｂ) 8兆4,000億円 4,000億円 4,550億円 4,600億円 197.07円 4,000億円

増減額(Ｂ－Ａ) △1,000億円 △300億円 － － △300億円

増減率(％) △1.2％ △7.0％ － － △7.0％

(ご参考)前期実績

(2023年３月期通期)
8兆3,789億円 2,886億円 3,164億円 2,655億円 113.75円 3,141億円

(C)財政状態

　当第２四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは3,918億円（前年同期は2,093億

円の増加）となりました。前年同期差の主な要因は、運転資本の良化などによるものです。投資

活動により減少したキャッシュ・フローは2,303億円（前年同期は1,400億円の減少）となりまし

た。前年同期差の主な要因は、設備投資の増加などによるものです。この結果、フリーキャッシ

ュ・フローは1,615億円（前年同期差922億円の良化）となりました。

　財務活動により増加したキャッシュ・フローは1,031億円（前年同期は5,080億円の減少）とな

りました。前年同期差の主な要因は、前年同期に新体制への移行に伴う一時的な借入を返済した

ことや、当第２四半期において無担保普通社債を発行したことなどによるものです。

　これらに為替変動の影響等を加味した結果、当第２四半期末で現金及び現金同等物の残高は

1兆1,650億円となり、前年度末に比べ3,455億円増加しました。

　当第２四半期末の総資産は9兆1,251億円となり、前年度末に比べ1兆656億円増加しました。こ

れは、主に現金及び現金同等物の増加や、外貨建資産の円安による為替変動の影響によるもので

す。負債は、前年度末に比べ3,764億円増加し、4兆6,460億円となりました。これは、主に無担

保普通社債の発行による長期負債の増加や円安による為替変動の影響によるものです。

　親会社の所有者に帰属する持分は4兆3,033億円となり、前年度末に比べ6,849億円増加しまし

た。これは、主に親会社の所有者に帰属する四半期純利益の計上や、円安によるその他の資本の

構成要素の増加によるものです。また、親会社の所有者に帰属する持分に非支配持分を加味した

資本合計は4兆4,791億円となりました。

（２）2023年度通期の見通し

　現時点における連結業績見通しについては、事業環境の変化などを踏まえ、2023年７月31日に公表

した売上高及び営業利益を下方修正します。

　売上高は、自動車生産が緩やかな回復基調にあるオートモーティブや、アビオニクスなどが好調な

コネクトにおいて上振れが見込まれますが、エナジーにおける米国ＩＲＡ補助金の会計処理(※)の影

響や、くらし事業やインダストリーにおける市況悪化などを反映し、下方修正します。また、営業利

益についても、為替の影響による良化はあるものの、くらし事業やインダストリーなどの販売減見込

みを反映し、下方修正します。

　なお、税引前利益及び親会社の所有者に帰属する当期純利益は、金融収支の良化を反映し据え置き

とします。

※米国ＩＲＡ補助金は、法の趣旨に鑑み、北米事業強化・拡大に向けた顧客との有効活用も想定しており、顧客との有

効活用分は、活用方法は未確定も、収益認識基準の適用により、補助金総額の半分について売上高から控除。

連結業績見通し（2023年４月１日～2024年３月31日）

（注）「調整後営業利益」は、売上高から、売上原価と、販売費及び一般管理費を控除して算出して

      います。
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＜将来見通しに関するリスク情報＞

本プレスリリースには、パナソニックグループ(パナソニック ホールディングス株式会社およびそのグループ会社

を指します)の「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレスリリースにおける記述のう

ち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関す

る記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これ

には既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受け

るおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または

黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結

果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレスリリースの日付後において、将来予想に関する

記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく

今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

  なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られる

ものではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていま

すのでご参照下さい。

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

・原材料供給・物流の混乱や価格高騰が発生し、または長期化する可能性

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービス等のコストおよび

価格が影響を受ける可能性

・金利変動を含む資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ

低コストで投入することができない可能性

・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の

取引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む）

・当社を持株会社とする新体制への移行により期待どおりの成果を上げられない可能性

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

・パナソニックグループが保有する知的財産権に対する侵害や第三者の知的財産権を使用する上での制約

・国内外における現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制に関する規制等の変化・強化（直接・間接を問わ

ない）がパナソニックグループやサプライチェーンの事業活動に影響を及ぼす可能性

・気候変動を含む環境問題およびサプライチェーンにおける責任ある調達活動（人権・労働、安全衛生、地球環境保

全、情報セキュリティ、企業倫理等）に関する法規制・政策の導入・強化への対応が不十分となる可能性

・法規制の導入・強化への対応が不十分となり、制約・費用・法的責任が生じる可能性

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産な

どの非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化

・不正アクセスやサイバー攻撃等による、パナソニックグループやサプライチェーンのシステムからの顧客情報・機密

情報の外部流出、業務停止、あるいはネットワーク接続部品の脆弱性に起因して多大な対策費用負担が生じる可能性

・経営戦略の推進に必要な人材の獲得や、在籍している社員の流出防止ができない可能性

・新型コロナウイルス感染症を含む感染症が、パナソニックグループの事業活動に悪影響を及ぼす可能性

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

・大規模な自然災害の発生、感染症の世界的流行、テロ・戦争を含むパナソニックグループの事業活動に混乱を与える

可能性のある事態の発生

以　上
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（単位：百万円）

2023年度第２四半期末
（2023年９月30日現在）

2022年度末
（2023年３月31日現在）

増　減

流 動 資 産 4,299,885 3,802,885 497,000

現 金 及 び 現 金 同 等 物 1,164,996 819,499 345,497

営業債権及び契約資産 1,331,411 1,322,593 8,818

そ の 他 の 金 融 資 産 201,117 169,665 31,452

棚 卸 資 産 1,355,401 1,288,751 66,650

そ の 他 の 流 動 資 産 246,960 202,377 44,583

非 流 動 資 産 4,825,237 4,256,642 568,595

持 分 法 で 会 計 処 理
さ れ て い る 投 資

402,561 401,219 1,342

そ の 他 の 金 融 資 産 220,642 242,672 △22,030

有 形 固 定 資 産 1,321,800 1,172,376 149,424

使 用 権 資 産 256,432 238,833 17,599

そ の 他 の 非 流 動 資 産 2,623,802 2,201,542 422,260

資 産 合 計 9,125,122 8,059,527 1,065,595

流 動 負 債 3,023,016 2,873,420 149,596

短 期 負 債 及 び
一年以内返済長期負債

239,846 159,231 80,615

リ ー ス 負 債 59,761 59,895 △134

営 業 債 務 1,207,679 1,156,909 50,770

未 払 金 及 び 未 払 費 用 452,754 506,062 △53,308

そ の 他 の 金 融 負 債 165,882 146,213 19,669

そ の 他 の 流 動 負 債 897,094 845,110 51,984

非 流 動 負 債 1,622,972 1,396,149 226,823

長 期 負 債 1,184,255 1,050,116 134,139

リ ー ス 負 債 205,995 187,865 18,130

そ の 他 の 非 流 動 負 債 232,722 158,168 74,554

負 債 合 計 4,645,988 4,269,569 376,419

親 会 社 の 所 有 者 に
帰 属 す る 持 分

4,303,279 3,618,402 684,877

資 本 金 259,445 259,274 171

資 本 剰 余 金 511,294 515,760 △4,466

利 益 剰 余 金 2,859,891 2,588,800 271,091

その他の資本の構成要素 881,852 463,764 418,088

自 己 株 式 △209,203 △209,196 △7

非 支 配 持 分 175,855 171,556 4,299

資 本 合 計 4,479,134 3,789,958 689,176

負 債 及 び 資 本 合 計 9,125,122 8,059,527 1,065,595

2023年度第２四半期末
（2023年９月30日現在）

2022年度末
（2023年３月31日現在）

増　減

確定給付制度の再測定※ － － －

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

36,588 37,428 △840

在外営業活動体の換算差額 853,893 431,992 421,901

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動

△8,629 △5,656 △2,973

要約四半期連結財政状態計算書

(注)その他の資本の構成要素の内訳：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円）

※確定給付制度の再測定は、その他の資本の構成要素から利益剰余金に直接振り替えております。
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（単位：百万円）

 2023年度
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 2022年度
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

前年
同期比

％ ％ ％

売 上 高 4,119,424 100.0 4,063,929 100.0 101

売 上 原 価 △2,924,475 △71.0 △2,975,474 △73.2

売 上 総 利 益 1,194,949 29.0 1,088,455 26.8 110

販売費及び一般管理費 △1,002,694 △24.3 △942,582 △23.2

持分法による投資損益 2,642 0.1 △2,285 △0.1

そ の 他 の 損 益 △2,062 △0.1 6,171 0.2

営 業 利 益 192,835 4.7 149,759 3.7 129

金 融 収 益 43,139 1.0 27,015 0.7

金 融 費 用 △11,643 △0.3 △10,154 △0.3

税 引 前 利 益 224,331 5.4 166,620 4.1 135

法 人 所 得 税 費 用 73,634 1.8 △50,633 △1.2

四 半 期 純 利 益 297,965 7.2 115,987 2.9 257

四半期純利益の帰属

親 会 社 の 所 有 者 288,379 7.0 107,337 2.6 269

非 支 配 持 分 9,586 0.2 8,650 0.3 111

(注)１.減価償却実施額(有形) 100,493 百万円 98,052 百万円

２.設備投資の実施額 214,225 百万円 107,622 百万円

３.研究開発費 235,651 百万円 226,624 百万円

４.従業員数 232,527 　人 238,831 　人

要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

（要約四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 2023年度
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 2022年度
(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

前年
同期比

％

四 半 期 純 利 益 297,965 115,987 257

そ の 他 の 包 括 利 益

純損益に振り替えられることのない項目

確 定 給 付 制 度 の 再 測 定 △1,370 12,264

そ の 他 の 包 括 利 益 を 通 じ て
公 正 価 値 で 測 定 す る 金 融 資 産

19,681 △4,421

計 18,311 7,843

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在 外 営 業 活 動 体 の 換 算 差 額 428,712 505,683

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ・ ヘ ッ ジ の
公 正 価 値 の 純 変 動

△1,654 △11,693

計 427,058 493,990

そ の 他 の 包 括 利 益 合 計 445,369 501,833

四 半 期 包 括 利 益 合 計 743,334 617,820 120

四 半 期 包 括 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 725,576 601,641 121

非 支 配 持 分 17,758 16,179 110

（要約四半期連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

資本金
資本

剰余金
利益
剰余金

その他の
資本の

構成要素

自己
株式

親会社の所
有者に帰属
する持分

非支配
持分

資本
合計

2023年４月１日残高 259,274 515,760 2,588,800 463,764 △209,196 3,618,402 171,556 3,789,958

四半期包括利益

四半期純利益 - - 288,379 - - 288,379 9,586 297,965

確定給付制度の再測定 - - - △1,019 - △1,019 △351 △1,370

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

- - - 17,903 - 17,903 1,778 19,681

在外営業活動体の換算差額 - - - 421,901 - 421,901 6,811 428,712

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動

- - - △1,588 - △1,588 △66 △1,654

四半期包括利益合計 - - 288,379 437,197 - 725,576 17,758 743,334

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

- - 17,724 △17,724 - - - -

配当金 - - △35,012 - - △35,012 △10,248 △45,260

自己株式増減－純額 - △0 - - △27 △27 - △27

株式に基づく報酬取引 171 △44 - - 20 147 - 147

非支配持分との取引等 - △4,422 - △1,385 - △5,807 △3,211 △9,018

2023年９月30日残高 259,445 511,294 2,859,891 881,852 △209,203 4,303,279 175,855 4,479,134

（単位：百万円）

資本金
資本

剰余金
利益
剰余金

その他の
資本の

構成要素

自己
株式

親会社の所
有者に帰属
する持分

非支配
持分

資本
合計

2022年４月１日残高 259,168 525,554 2,387,283 202,227 △209,270 3,164,962 182,209 3,347,171

超インフレによる影響額(※) - - △3,260 15,883 - 12,623 - 12,623

2022年４月１日残高（調整後） 259,168 525,554 2,384,023 218,110 △209,270 3,177,585 182,209 3,359,794

四半期包括利益

四半期純利益 - - 107,337 - - 107,337 8,650 115,987

確定給付制度の再測定 - - - 12,196 - 12,196 68 12,264

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

- - - △3,932 - △3,932 △489 △4,421

在外営業活動体の換算差額 - - - 497,758 - 497,758 7,925 505,683

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動

- - - △11,718 - △11,718 25 △11,693

四半期包括利益合計 - - 107,337 494,304 - 601,641 16,179 617,820

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

- - 13,539 △13,539 - - - -

配当金 - - △35,008 - - △35,008 △9,225 △44,233

自己株式増減－純額 - △0 - - △35 △35 - △35

株式に基づく報酬取引 106 △4 - - 3 105 - 105

非支配持分との取引等 - △1,591 - 132 - △1,459 △1,079 △2,538

2022年９月30日残高 259,274 523,959 2,469,891 699,007 △209,302 3,742,829 188,084 3,930,913

要約四半期連結持分変動計算書
2023年度(自 2023年４月１日　至 2023年９月30日)

2022年度(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

　※2022年度より、トルコ・リラを機能通貨とする子会社の財務諸表にIAS第29号「超インフレ経済下における財務報告」を適用し、期首残高を

　　調整しております。
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（単位：百万円）

 2023年度
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 2022年度
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１.四半期純利益 297,965 115,987

２.営業活動によるキャッシュ・フローへの調整

(１)減価償却費及び償却費 195,331 188,530

(２)営業債権及び契約資産の増減額（△は増加） 68,591 18,820

(３)棚卸資産の増減額（△は増加） △5,290 △226,782

(４)営業債務の増減額（△は減少） 26,099 110,316

(５)その他 △190,942 2,412

計 391,754 209,283

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１.有形固定資産の取得 △234,276 △117,298

２.有形固定資産の売却 5,066 10,382

３.持分法投資及びその他の金融資産の取得 △7,430 △13,257

４.持分法投資及びその他の金融資産の売却及び償還 48,176 15,768

５.その他 △41,782 △35,628

計 △230,246 △140,033

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１.短期債務の増減額（△は減少） △420 △306,751

２.長期債務の増減額（△は減少） 153,411 △144,362

３.親会社の所有者への配当金の支払額 △35,012 △35,008

４.非支配持分への配当金の支払額 △10,248 △9,225

５.自己株式の増減額（△は増加） △27 △35

６.その他 △4,640 △12,596

計 103,064 △507,977

Ⅳ 現金及び現金同等物の為替変動による影響等 80,925 80,046

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 345,497 △358,681

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 819,499 1,205,873

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高 1,164,996 847,192

要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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(注記)

1．当社は、2023年７月31日の取締役会において、連結子会社であるパナソニック液晶ディスプレイ㈱

（以下、「ＰＬＤ」）を解散し、特別清算開始の申立てを行うこと及び連結子会社であるパナソニッ

ク出資管理合同会社のＰＬＤに対する債権を放棄することを決議しました。本件に伴い、連結決算上

の繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、ＰＬＤに対する投資に係る一時差異が予測可能な期間

内に解消する可能性が高くなったことにより、法人所得税費用の減少（繰延税金資産の計上等）を

1,213億円認識いたしました。

2．当社は、2023年４月１日より、IFRS第17号「保険契約」および改訂後のIAS第12号「法人所得税」を

適用しております。これらの適用による当社の要約四半期連結財務諸表への重要な影響はありませ

ん。

3．当社は、2023年９月14日に、国内市場において総額2,600億円の無担保普通社債を発行しました。

4．重要な後発事象

該当事項はありません。

5．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

6．2023年度第２四半期末の連結子会社数は520社、持分法適用会社数は67社です。
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(単位：億円)

 2023年度
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 2022年度
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高
前年
同期比

営業利益 利益率
前年
同期比

売上高
営業利益
(△は損失)

利益率

％ ％ ％ ％

報告セグメント：

く ら し 事 業 16,830 98 606 3.6 82 17,135 737 4.3

オ ー ト モ ー テ ィ ブ 7,082 120 153 2.2 － 5,926 △125 △2.1

コ ネ ク ト 5,521 107 162 2.9 － 5,179 △104 △2.0

イ ン ダ ス ト リ ー 5,104 86 132 2.6 27 5,960 485 8.1

エ ナ ジ ー 4,768 101 525 11.0 183 4,698 287 6.1

計 39,305 101 1,578 4.0 123 38,898 1,280 3.3

そ の 他 5,928 102 310 5.2 117 5,799 265 4.6

消 去 ・ 調 整 △4,039 － 40 － － △4,058 △47 －

合 計 41,194 101 1,928 4.7 129 40,639 1,498 3.7

セ グ メ ン ト 情 報

（注）１．事業区分の方法

・当社グループは、報告セグメントを「くらし事業」「オートモーティブ」「コネクト」「イ

ンダストリー」「エナジー」の５つに区分しております。

・「その他」は、報告セグメントに含まれない事業セグメントやその他の事業活動であり、エ

ンターテインメント＆コミュニケーション、ハウジング、原材料の販売等が含まれておりま

す。

２．「消去・調整」には、セグメント間の内部取引消去や、セグメントに帰属しない損益及び連

結会計上の調整が含まれております。
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